


































































































　敗戦後，日本の労災補償は，GHQ の間接統治下において変容をとげる。1946 年 7 月 25 日，労
働諮問委員会（U.S. Advisory on Labor in Japan）の『最終報告書』では，日本の災害補償につい
て「その改善は全社会保険制度の広範な改正の一部として企て，その際給付の改善を行なうととも






























重要な柱」として位置づけられていた（竹前 1982：177）。1946 年 5 月 28 日，吉田茂内閣は，「労
働省設置に関する件」を閣議了解し，前述した GHQ 覚書や『最終報告書』でも，労働省の新設が
勧告された（6）。しかしながら，吉田内閣は，労働省の新設ではなく，厚生省の外局の「労働庁」や
「労働総局」の新設を構想した。これに対して GHQ は，労働省の新設を固持した。1947 年 1 月 31
日の閣議では，「労働行政の周知且徹底を期するため，新に労働省を設置し，労働に関する厚生省
の権限」（7）の移管が決定され，新設の議論は憲法施行後の国会が望ましいと閣議了解が行われた（8）。





（6）　「労働省設置に関する件」1946 年 5 月 28 日『吉田内閣閣議書類（其の一）自昭和二十一年五月二十二日至七月
十日』（平成 14 内閣 00007100-041）。なお，国立公文書館所蔵資料については，（請求記号 - 件名番号）で表記する。




（7）　「労働省の設置その他に関する件」1947 年 1 月 31 日。『公文類聚第七十一編・昭和二十二年一月～五月・第八
巻』（類 03043100-001），「労働省の設置その他に関する件（閣議決定）」1947 年 1 月 31 日。内閣官房総務課長『吉
田内閣閣議書類（其の六）』自昭和二十二年一月三十一日～至昭和二十二年二月二十五日』（平 00016100-036）。









衝でも，所管問題について議論が行われたが，それが鮮明になったのは 3 月 7 日である。ESS 労
働課次長のスタンチフィールド（Paul Stanchfield）は，高田らに対して，「労災は労働基準局との
関係に於て移管することが適当であると確信する」（10）と述べた。その後，高田ら保険局関係者は，






門家が出席していないため，それ以上の議論は行われなかった（竹前 1982：183-184）。4 月 14 日，
ESS 労働課に提出された労働省設置に関する勅令案でも，③，④は労働省の所管事務から除外さ
れていた。これに対して，ESS 労働課は，「2 月 10 日案の重要な事項を数多く脱落されている」と
批判していた（竹前 1982：184-185）。
（2）　片山内閣の発足と所管問題の進展
　1947 年 4 月 22 日，吉田内閣は，総選挙後の特別国会で，労働省設置に関する議論を行うことを
閣議了解した。同時期には厚生省部局の再編が行われ，同年 4 月に勤労局は職業安定局に名称変更
され，同年 5 月には，労政局から労働基準行政が分離し，労働基準局が新設された。総選挙後，吉
田内閣は下野を余儀なくされた。その結果，日本社会党が第一党へと躍進し，6 月 1 日には片山哲




（9）　『日記 - 昭和二十二年Ⅰ 1 月-3 月』（以下，『高田日記』）1947 年 2 月 12 日（高田文書 13）。以下，1947 年 3
月 15 日までは同資料による。伊藤は，1944 年 8 月 1 日～ 1945 年 4 月 10 日まで保険局長であった。なお，高田は
石丸敬次（保険局長）の代理として会議に出席している。
（10）　『高田日記』1947 年 3 月 7 日。なお，勝俣稔（結核研究所副会長）によれば，PHW 局長のサムス（Crawford 
Sams）との会談時に，労働省の移管については，「ワイゲルト氏（労働諮問委員会のオスカー・ワイガード（Oscar 
Weigert）のことか―引用者）の社会保険調査の結果の意見」にもとづいて発言したという。サムス自身は，上山
顕（1947 年 2 月 28 日まで厚生省保険局長，その後，勤労局長）の意見に「感銘を受けた」ためか，必ずしも労働




























（11）　『日記 - 昭和二十二年Ⅱ 3 月-6 月』（以下，『高田日記』）1947 年 5 月 10 日（高田日記 14）。以下，6 月 16 日
までは同資料による。
（12）　『高田日記』1947 年 6 月 6 日。
（13）　『高田日記』1947 年 6 月 3 日。
（14）　米窪の発言。「労働省設置準備委員会第一回総会会議録（以下，「第一回総会会議録」）」『昭和二十二年六月労





『高田日記』1947 年 6 月 13 日。


























保険法は全会一致で労働省移管が決定し，労働保険，健康保険，厚生年金は，賛成 6，反対 3 によ
り，労働省移管という結果となった。


























の社会保険の一括所管は，賛成 14 名，反対 7 名，保留 1 名となり，労災保険，健康保険および厚
生年金の一括所管が決定された。つぎに，失業保険以外の社会保険については，次頁表 1 のとお










が，所管問題は解決の兆しがみられなかった（32）。同月 21 日，高田らと ESS 労働課との折衝では，
キレンが厚生省に社会保険制度を存置し，失業保険法と労災保険法は，「一部を労働省の所管とす
る様なこと」を発言したという（33）。同月 23 日午前，課内協議が開催され，午後の失業保険法立案
委員会では，高田は，徴収業務のみを行うことに反対した（34）。同月 24 日，キレンから，PHW との
協議事項を伝えられ，失業保険法と労災保険法は，「主体を労働省におき」，厚生省が保険料徴収，
（27）　伊藤の発言。「労働省設置準備委員会第二回総会会議録（以下，『第二回総会会議録』）」『昭和二十二年六月労








Ⅲ 6 月-8 月』（以下，『高田日記』）1947 年 6 月 18 日，6 月 19 日（高田文書 15）。以下，8 月 28 日までは同資料
による。
（33）　『高田日記』1947 年 6 月 21 日。
（34）　『高田日記』1947 年 6 月 23 日。
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表1　労働省設置準備委員会における投票結果
役職 氏名 厚生省存置 労働省移管
会長 国務大臣 米窪満亮
委員 内閣官房次長 滝沢末一 〇
委員 法制局第一部長 井手成三 〇
委員 経済安定労働局副部長 木村忠二郎
委員 厚生次官 伊藤謹二 〇
委員 厚生省労政局長 吉武恵市 〇
委員 　〃　職業安定局長 上山顕 〇
委員 　〃　労働基準局長 江口見登留 〇
委員 　〃　公衆保健局長 三木行治 〇
委員 　〃　社会局長 葛西嘉資
委員 　〃　児童局長 米沢常道 〇
委員 　〃　保険局長 石丸敬次 〇
委員 総理府統計局長 森田優三
委員 運輸省海運総局船員局長 大久保武雄 〇
委員 大蔵省主計局長 野田卯一
委員 　〃　国有財産局 加藤八郎 〇
委員 厚生省顧問 北岡壽逸 保留 保留
委員 中央労働委員会事務局長 鮎沢巌 〇
委員 日本社会事業協会副会長 赤木朝治 〇
委員 社会保険制度調査会委員 清水玄 〇
委員 記載なし 志村たき 〇
委員 記載なし 山本すき 〇
委員 日本労働組合総同盟 上條愛一 〇
委員 全日本産業別労働組合会議 細谷松太 〇
委員 日本労働組合会議 三田村四郎
委員 日本特殊鋼管株式会社々長 大塚万丈 〇
委員 日清紡績株式会社々長 櫻田武 〇






















備委員会会議録 1』（平 17 厚労 00001100）。
表 1）表は第 2 回総会の多数決の結果を示したものである。













　1947 年 6 月 30 日，毎日新聞は，「労働基準法の施行期」の遅滞から，労災保険法が施行延期と
（35）　「高田日記」1947 年 6 月 24 日。同月 27 日，伊藤が，所管問題の件でサムスを訪問した際には，「大佐（サム
スのこと―引用者）は積極的ならず」とするように，サムスからは，所管問題に特段の関与はなかったようであ
る。『高田日記』1947 年 6 月 27 日。
（36）　『労働者災害補償保険の所管について』（佐藤文書 1879），「失業保険，労災保険所管の件」『片山内閣閣議書
類・昭和二十二年五月二十三日～七月一日』1947 年 6 月 30 日（平 14 内閣 00006100-83）。佐藤達夫関係文書所収


















































（37）　「労災保険施行を延期」『毎日新聞』朝刊，1947 年 6 月 30 日，1 面。
（38）　『高田日記』1947 年 6 月 30 日。「社会保険行政を労働省の外局として所管させることの不適当な理由」，「労働
省設置に伴う社会保険に関する事務の所管に関する件」『片山内閣閣議書類・自昭和二十二年五月二十三日至七月
一日』（平 14 内閣 00006100-84，85）。
（39）　「労災保険の所管未定」『毎日新聞』朝刊，1947 年 7 月 1 日，1 面。
（40）　「労働者災害補償保険法の施行期日延期に関する事務措置の件」『健康保険関係施行文書・昭和二十二年（七月
～十二月分）』（昭 53 社 00008100-002）。
（41）　「労働者災害補償保険の所管について」，「労働者災害補償保険の全面的移管について」「七月四日（金）閣議
8.30 ～ 10.00」内閣事務官『片山内閣閣議書類（其の二）自昭和二十二年七月二日至昭和二十二年七月二十五日』
（平 14 内閣 00021100-007）。






























































































































































（45）　『高田日記』1947 年 7 月 8 日。
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ある。1947 年 7 月 17 日の『労働省設置法案』では，労働基準局の所管事務に「労働者災害補償及
び労働者災害補償保険に関する事務」（52）が明記され，8 月 31 日に労働省設置法が制定された。同年
9 月 1 日，労災保険法は，労働省労働基準局労災保険課の所管となった。
（46）　「労災保険の所管持越し」『毎日新聞』朝刊，1947 年 7 月 10 日，1 面。
（47）　『高田日記』1947 年 7 月 10 日，7 月 11 日。




高田は，田邉繁雄（厚生省大臣官房秘書課長）に辞表を提出した（田辺 1978：416）。『高田日記』1947 年 7 月 14
日。
（50）　「労働省，八月に発足」『毎日新聞』朝刊「労災保険は労働省―労資一致の答申で首相 “断”」『読売新聞』そ
れぞれ 1947 年 7 月 17 日，1 面。『高田日記』1947 年 7 月 16 日。
（51）　「第一回国会参議院決算・労働連合委員会」第 2 号，1947 年 8 月 13 日，16 頁。































　本稿は，JSPS 科研費 JP18K12964 の助成の一部である。
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